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要　旨
　本研究の目的は，超高齢妊産婦への支援と多職種連携に関する保健医療専門職者の認識について明
らかにすることであった．日本全国の全ての周産期母子医療センターと子育て世代包括支援センター
727施設を対象とした．データは自作の自記式質問紙により収集し，超高齢妊産婦に関わった経験の
ある保健医療専門職者87名の自由記述を内容分析した．
　分析の結果12カテゴリーが抽出され，超高齢妊産婦への支援と多職種連携に関する保健医療専門職
の認識が明らかとなった．多くの専門職者は，超高齢妊産婦を特別視する必要はなく，年齢にかかわ
らず個別に妊産婦の状態を把握して対応することが重要であると考えていた．一方，超高齢妊産婦な
らではの特徴として，１）身体的にハイリスクである，２）心理社会的にハイリスクである，３）サ
ポート不足になりやすい，４）超高齢妊産婦ならではの強みがある，という４つの内容が明らかと
なった．超高齢妊産婦に対する支援の工夫として，１）早期・継続的・長期的な多職種連携による介
入と，２）プライマリー制・方針の統一・意思の尊重の２つがあげられた．超高齢妊産婦を作る社会
に問題があるという認識を持つ専門家もおり，超高齢妊産婦に対する多職種連携による支援について
は，さらに今後の議論が必要であると考えられよう．
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Ⅰ．緒 言
　現在の日本では，45歳以上の妊産婦を超高齢妊
産婦と呼ぶことが一般的であるが，超高齢妊産婦
の出産は全出産の約0.1%を占めており，平成２年
の224人から平成27年の1308人へと約５倍以上に
増加している１）．超高齢妊産婦をより年齢の若い
妊産婦と比較した場合，慢性疾患の合併や妊娠糖
尿病などの妊娠合併症が多い２,３），切迫流早産率
が高い３），前置胎盤や帝王切開のリスクが高い３,４），
染色体異常児や低出生体重児のリスクが高い３,５,６）

等が報告されている．また，加齢の影響から卵子
提供等を含む生殖補助医療（assisted reproductive 
technology: ART）による妊娠が多く３,７），心理社
会的ストレスも高い事が予測される．以上より，
超高齢妊産婦は妊娠期から育児期にかけて身体
的・心理社会的な問題を抱えることが少なくなく，
多方面からの保健医療専門職の支援を必要とする
と考えられるが，臨床現場では稀なケースとなる
ため，経験的な知識から個別に対応するにとど
まっていると予測される．
　一般的に，妊産婦の支援に関わる可能性のある
保健医療専門職は，産科医師，助産師，看護師，
新生児科医師，薬剤師，栄養士，保健師，ソー
シャルワーカー，臨床心理士など多岐にわたる．
しかし，日本では分娩の多くが１次施設で行われ
ており，分娩時に産科医師と助産師で対応した後
は，産後健診や乳幼児健診を受けるのみで，特に
問題がなければ保健医療専門職が関わることは殆
どないのが現状である８）．分娩時における産科医

師と助産師の協働９）や産科医師と麻酔医師との
協働10）などに関する研究は散見されるが，超高
齢妊産婦を対象とした専門職間の連携・協働に関
する研究は国内外をみても殆どない．身体的・心
理社会的にハイリスクとなり得る超高齢妊産婦が，
安心かつ安全に妊娠期を過ごし，出産・育児が出
来るような多職種連携システムの確立は急務と
なっている．
　本研究の目的は，超高齢妊産婦への支援と多職
種連携に関する保健医療専門職者の認識について
明らかにすることである．

Ⅱ．方 法
１．用語の定義
　本研究では，「多職種連携」を専門職連携と同
義語と考え，２人以上の異なった専門職が共通の
目標達成をするために行うプロセスと定義する11）．
２．対象および調査手順
　研究対象者は，日本全国の全ての周産期医療施
設および子育て世帯包括支援センターに勤務する
保健医療専門職者とし，看護師，助産師，保健師，
医師，ソーシャルワーカー等であった．その中で，
超高齢妊産婦への支援の経験がある者を選択条件
とした．周産期医療施設の抽出は，公益社団法人
日本産婦人科医会による「総合周産期母子医療セ
ンター一覧（平成29年４月１日現在）」12）と「地
域周産期母子医療センター一覧（平成29年４月１
日現在）」13）から行った．子育て世帯包括支援セ
ンターの抽出は，厚生労働省のホームページ14）

Abstract
　This study aimed to explore health-care professionals’ perceptions of support and multi-
professional collaboration in pregnant women of very advanced maternal age （VAMA）．Self-
administered questionnaires were distributed to 727 perinatal medical centers or comprehensive 
support centers in Japan for childrearing. A total of 87 professionals who had experience with 
VAMA pregnant women responded to open-ended questions. Content analysis was conducted and 
12 categories were extracted to show health-care professionals’ perceptions of support and multi-
professional collaboration in these women. Many professionals perceived no reason for special 
consideration for VAMA pregnant women. Rather, they considered it important to assess and 
manage women individually, irrespective of their age. Despite this, the following four 
characteristics were perceived for VAMA pregnant women: 1） being physically high-risk, 2） being 
psychosocially high-risk, 3） lack of social support, and 4） having strength as VAMA women. Two 
strategies were also observed in supporting VAMA pregnant women: 1） early, continuous, and 
long-term intervention with multi-professional collaboration, and 2） establishing a primary system 
for care provision, giving consistent support, and respecting woman’s personal thoughts. Some 
professionals perceived issues in society that enabled VAMA women to become pregnant. Further 
discussion is needed on multi-professional collaboration for supporting VAMA pregnant women.

Key Words： multi-professional collaboration, childbirth at very advanced maternal age, pregnant 
woman
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より情報収集して行った．抽出された407の周産
期医療施設および320の子育て世帯包括支援セン
ターの施設長等に対して調査協力依頼文書を送付
し，文書による同意が得られた施設の窓口担当者
に対して自記式質問紙を郵送した．なお，周産期
医療施設に関しては医局と看護部の２部門を対象
とした．したがって，対象となったのは合計727
施設，1134部門となった．部門毎の窓口担当者か
ら選択条件を満たす保健医療専門職者に対して自
記式質問紙を配布してもらい，１部門あたりの調
査協力依頼人数は10名以内とした．
３．調査内容
　超高齢妊産婦に対する支援と多職種連携の実態
についてのデータは，自記式質問紙により収集し
た．質問項目は，１）最も印象に残った超高齢妊
産婦の事例に関する多職種連携による支援の有無，
多職種メンバーの職種，連携内容，２）研究参加
者の基礎的情報などである．なお本研究では，

「超高齢妊産婦への支援（医療，看護）や多職種
連携に関して，ご意見がありましたら，ご自由に
お書きください．」という設問に対する自由記述
を分析対象とした．
４．分析方法
　自由記述のデータは，以下の手順で示した内容
分析15）により行った．１）１ケース毎の記述を
熟読し，２）記述の意味・内容を考え，同じ意
味・内容のまとまり毎，かつ，ケース毎にコード
として抽出し，３）コードの同質性・異質性を検
討し，サブカテゴリーに集約分類し，さらにサブ
カテゴリーをカテゴリーに集約分類した．分析に
関する真実性の確保は，以下の手順で行った．
１）分析はHIが実施し，２）分析過程が分かる
ように，生データ，コード，サブカテゴリー，カ
テゴリーを文書で母性看護学の専門家である共同
研究者のEM，KM，MK，KKに提示し，真実性
を検討した．検討の際の視点としては，コード・
サブカテゴリー・カテゴリーは生データから導か
れたものであるか，HIの分析にバイアスは入っ
ていないか，以上の２つの視点であり，必要時に
研究者間で合意が得られるまで話し合った．具体
的には，コードそのものの妥当性，およびコード
からサブカテゴリーへの集約分類に関する妥当性
についての疑義が生じたため，研究者間の話し合
いを１回実施した後に合意を得た．
５．倫理的配慮
　研究者らの所属大学の倫理審査委員会（承認番
号29-106）および必要時には研究協力施設の倫理
審査委員会の承認を得た．研究協力施設長等に対

して，調査の趣旨と方法，自由参加の権利，個人
情報の保護，データの取り扱い等の倫理的配慮に
ついて文書で説明し，同意が得られた施設を研究
協力施設とした．自記式質問紙は，研究協力施設
の窓口担当者から研究対象者に配布してもらい，
調査の趣旨と方法，自由参加の権利，個人情報の
保護，データの取り扱い等の倫理的配慮について
文書で説明した．質問紙への回答は無記名で自由
意思によるものとし，質問紙の中に同意の有無に
関する記入欄を設け，「同意有り」と記入された
もの，あるいは「同意有り」の項目が未記入で
あっても回答済の質問紙の返信をもって同意とみ
なした．研究対象者にIDを付与することにより
匿名化し，データは可能な限り数値化してイン
ターネットに接続しないパソコンに入力し，パス
ワードをかけて保存した．回答済の質問紙は大学
の研究室内の施錠できる書架に保管した．

Ⅲ．結 果
　研究協力の同意が得られたのは1134部門中115
部門であり，448名の保健医療専門職者に自記式
質問紙を郵送し，そのうち257名からの回答を得
た（回収率57.4%）．無効回答などの50名分を除外
し，207名分を分析対象とした．さらにこの中で，
自由記述の記載があった87名分（87施設，全727
施設の12.0%）の分析結果を報告する．（図１）
１．対象者の背景
　対象者の所属は，周産期母子医療センターが74
名（85.1%），子育て世代包括支援センターが13名

（14.9%）であり，１施設から１名ずつの参加で
あった．職種は，助産師56名（64.4%），医師15名

（17.2%）， 保 健 師 12 名（13.8%）， 看 護 師 ４ 名
（4.6%）であった．
２．超高齢妊産婦への支援と多職種連携に関する
保健医療専門職者の認識

　87名分の自由記述から168コードが抽出され，
64サブカテゴリー，12カテゴリーに集約・分類さ
れた．これら12のカテゴリーには，「超高齢妊産
婦への支援に関する認識」として７カテゴリー，

「多職種連携に関する認識」として５カテゴリー
が含まれていた．
　最初に，「超高齢妊産婦への支援に関する認
識」としての７カテゴリーを示す．
カテゴリー１：超高齢妊産婦を特別視する必要や
特有の支援はなく，年齢にかかわらず，個別に
妊産婦の状態を把握して対応することが重要で
ある

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦を特別視す
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ることはなく，特有の支援もない」「超高齢妊産
婦という理由だけで多職種連携が必要なわけでは
なく，貧困家庭・障害者・高年初産婦などの必要
時に多職種連携をしている」「45歳で線引きをす
ることは理由が分からず難しい」「35～40歳以上
の妊産婦は増加しているが，45歳以上の妊産婦は
少なく特別に意識したことはない」「超高齢妊産
婦としての傾向やリスク，支援は意識していな
い」「年齢にかかわらず，個別に妊産婦の状態を
把握して対応することが重要である」の６サブカ
テゴリーから構成され，コード数は36であった．
45歳以上という年齢を特別に考える必要はないと
いう考えを示したものである．
カテゴリー２：超高齢妊産婦は身体的にハイリス
クであり，体力面や合併症が多いという問題を
抱えているため，分娩や産後のフォローに関す
る身体面での支援が必要である

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦は合併症が
多く身体的にハイリスクであるため，分娩や産後
のフォローに関する身体面での支援が必要であ
る」「超高齢妊産婦は体力的な問題がある」の２
サブカテゴリーから構成され，コード数は13で

あった．超高齢妊産婦が抱える体力や合併症の問
題という，身体面に注目した考えを示したもので
ある．
カテゴリー３：超高齢妊産婦はハイリスクな場合
が多く，介護と育児の両立，子どもへの関わり
方，高齢での大変な育児などの問題を抱えてい
る反面，経済的な余裕があることや覚悟の上で
の妊娠という背景もあり，一概にハイリスクと
は限らない

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦は経済的な
余裕があることや覚悟の上での妊娠などの背景が
あり，一概にハイリスクとは限らない」「超高齢
妊産婦はハイリスクであり，介護と育児の両立や
子どもへの関わり方，高齢での大変な育児などの
問題を抱えている」の２サブカテゴリーから構成
され，コード数は12であった．経済的な余裕等の
超高齢妊産婦の強みにも注目した考えである．
カテゴリー４：超高齢妊産婦は妊娠・出産がゴー
ルとなっていて育児に目が向いていないことが
多く，実際の育児についていけない，早産児や
先天異常児の受入が難しいなどの問題があるの
で，妊娠中からの支援を考えるとよい

図１　対象者募集のフローチャート

全国の周産期医療施設 n=407
医局部門 n=407　看護部門 n=407

合計部門 n=814

全国の子育て世代包括支援センター
n=320

除外 n=1019
・医局 n=366
・看護部 n=354
・支援センター n=299

同意有りn=94
（医局部門 n=41　看護部門 n=53）

質問紙配布数 n=406
（医局部門 n=136　看護部門 n=270）

同意有り n=21
質問紙配布数 n=42

除外 n=191
・返送無し n=366

質問紙の返送有り n=257

除外 n=50
・施設内で配布できずn=１
・同意無しn=２
・  事例の記載が無い等の無効回答

n=47

有効回答
n=207

↓
自由記載有り

n=87
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　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦は妊娠・出
産がゴールとなっていて育児に目が向いていない
ため実際の育児についていけない」「出産がゴー
ルになりやすい超高齢妊産婦だと，早産児や先天
異常児に対する受入が難しく，妊娠中からの関わ
りをどうすればよいか悩む」「超高齢妊産婦が妊
娠期から育児のイメージを持てるように，妊娠期
からの教育やサポートが必要」等の３サブカテゴ
リーから構成され，コード数は12であった．妊
娠・出産がゴールとなりやすく，育児にまで目が
向かないという超高齢妊産婦の特徴に注目したも
のである．
カテゴリー５：超高齢妊産婦は卵子提供などの
ARTを経験しているため心理的不安定さが強
いこともあり，また，同世代のママ友が作りに
くく孤立化に注意するなど，精神面での支援が
必要である

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦は同世代の
ママ友を作りにくく，周りからの孤立に注意する
などの精神面の支援が必要だ」「超高齢妊産婦の
多くがARTと卵子提供を経験しているため心理
的不安定さが強い」の２サブカテゴリーから構成
され，コード数は４であった．超高齢妊産婦の精
神的脆弱性に注目した考えである．
カテゴリー６：不妊治療をしてまでハイリスクの
超高齢妊産婦を作り出していいのか疑問であり，
医療者側の対応として，不妊治療可能な年齢制
限を決める，超高齢女性に対して不妊治療や妊
娠・分娩について十分な説明を行う等を検討す
べきである

　このカテゴリーは，「不妊治療をしてまでハイ
リスクの超高齢妊産婦を作り出していいのか疑問
である」「卵子提供のリスクに関する啓発が必要
である」等の４サブカテゴリーから構成され，
コード数は９であった．超高齢妊産婦の存在を可
能にしている医療に対する考えを示したものであ
る．
カテゴリー７：超高齢妊産婦の支援に関して学び，
超高齢妊産婦の喜びが続くような支援をしたい

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦の支援に関
して情報を得て学びたい」「超高齢妊産婦の喜び
が続くような支援をしたい」の２サブカテゴリー
から構成され，コード数は２であった．超高齢妊
産婦の支援に関して学びたいという考えである．
　次に，「多職種連携に関する認識」としての５
カテゴリーを示す．
カテゴリー８：超高齢妊産婦への支援に関しては，
予想されるリスクや産後のサポートなどについ

て評価し，継続的かつ長期的な支援が必要にな
る事を考慮した上で，多職種連携を含めた早期
介入が重要である

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦に予想され
るリスクを見極め，産後を予測した支援について
早期に介入することが重要である」「超高齢妊産
婦に対しては，妊娠中から連携の準備をしておか
ないと，出産後入院中の短期間に退院後の生活を
見越した支援がスムーズにいかない」「超高齢妊
産婦の問題が顕在化してからの対応では遅すぎ
る」「超高齢妊産婦に対しては，精神面・身体面
での継続的かつ長期的なサポートが必要だ」等の
12サブカテゴリーから構成され，コード数は12で
あった．妊娠早期からの継続的かつ長期的な多職
種連携が必要だという考えを示したものである．
カテゴリー９：超高齢妊産婦は家族の高齢，病気，
死別，多忙などの理由からサポート不足であり，
地域との連携を含めた妊娠中からの多職種連携
が必要である

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦は家族の高
齢，病気，死別，多忙などの理由からサポート不
足である」「超高齢妊産婦は育児支援不足に対す
る環境を整える事が必須であるため，妊娠中から
の多職種連携が重要である」「超高齢妊産婦の場
合，育児と介護の両立ということもあり得るので，
退院後の支援として地域との連携が必要である」
等の９サブカテゴリーから構成され，コード数は
26であった．超高齢という年齢からくるサポート
不足の問題に注目した考えである．
カテゴリー10：超高齢妊産婦は，考え方がはっ
きりしており柔軟性に乏しい，自身のことを詳
しく話したがらない，専門職からの介入を拒否
するなどがあり，必要性を感じながらも多職種
連携や踏み込んだ介入をすることが難しい

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦は自身の考
え方が強かったり固定していて臨機応変な対応が
難しい印象がある」「超高齢妊産婦は育児への理
想が高く，実際の育児とのギャップが大きい」

「超高齢妊産婦は，専門職からの介入を拒否する
場合もあり，多職種連携や踏み込んだケアが難し
い」等の６サブカテゴリーから構成され，コード
数は12であった．超高齢妊産婦が持つ特徴ゆえに
専門職による介入が難しいという考えを示したも
のである．
カテゴリー11：超高齢妊産婦の受入れがよくな
るような配慮が必要で，プライマリー制をとる，
医療機関と地域間で情報共有して方針を統一す
る，母乳育児などに関しては妊産婦の意思を尊
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　身体的にハイリスクであるという１つ目の特徴
は，カテゴリー２の「超高齢妊産婦は身体的にハ
イリスクであり，体力面や合併症が多いという問
題を抱えているため，分娩や産後のフォローに関
する身体面での支援が必要である」から導かれた
ものである．超高齢妊産婦は，慢性疾患を合併し
た状態で妊娠することも少なくなく，妊娠期にお
いては妊娠糖尿病や妊娠高血圧症候群などの妊娠
合併症のリスクが高いことや切迫流早産率が高い
ことが報告されている２,３）．また，分娩に関して
は前置胎盤や帝王切開のリスクが高く，出血量が
多いことが分かっている３,４）．さらに，染色体異
常児や低出生体重児のリスクが高い３,５,６）ことか
ら，分娩後長期にわたって母子分離になることも
少なくない．したがって妊娠から分娩に至るまで
厳重な管理が必要となるが，育児期においては加
齢に伴う体力の低下や疲労にも注意して支援する
必要がある．産後の疲労や腰痛などの身体症状と
産後うつとの関連が報告されていることから16，17），
身体的な問題は妊産婦の精神面にも影響を与える
ということを考慮して関わる事が重要であろう．
　２つ目の特徴である，超高齢妊産婦は心理社会
的にハイリスクであるは，３つのカテゴリーから
導かれたものであり，妊娠・出産がゴールとなっ
ていて育児に目がいかない（カテゴリー４），心
理的に不安定で孤立化しやすい（カテゴリー５），
考え方がはっきりしていて専門家による介入が難
しい（カテゴリー10）という心理社会的な特徴を
示したものである．超高齢妊産婦は高齢ゆえに
ARTによる妊娠が多く３,７），中には海外で卵子提
供を受けた31名の妊婦の平均年齢は50歳だったと
の国内の報告もある18）．不妊治療の経験を一括り
にして議論することはあまりにも乱暴であるが，
特にART後の妊娠に関しては，不妊治療経験が
母親としての自己形成を抑制したり胎児への関心
を回避する場合もあることから19，20），妊娠・出産
がゴールとなってしまう妊産婦の状況を理解する
ことも専門家にとっては必要である．したがって，
個々の妊婦にとっての妊娠・出産・育児が持つ意
味を考え，妊娠期から妊婦の精神面に注意し，育
児の具体的なイメージが持てるような関わりを考
える必要があろう．また，卵子提供などの固有の
不妊治療経験は，妊婦の心理的不安定さをもたら
すことにつながると考えられる．さらに，超高齢
であることから同世代の母親としての友達である

「ママ友」を作りにくいと考えられ，妊婦の心理
的不安定さと相まって周りから孤立しないよう注
意深く見守ることが重要であろう．

重しつつ挫折感を味わわないように支援する，
身なりに配慮するなどの工夫をするとよい

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦が戸惑った
り不信感を持たないように，プライマリー制を
とったり情報共有して方針を統一するなどするこ
とにより，妊産婦の介入に対する受入がスムーズ
になって安心である」「超高齢妊産婦の母乳育児
支援に関しては，母乳の勉強をしていて母乳の希
望が強いこともあり，意思を尊重しながら挫折感
を経験しないように支援することが大切」等の６
サブカテゴリーから構成され，コード数は11で
あった．超高齢妊産婦に対して支援する際の，専
門職者による配慮や工夫を示したものである．
カテゴリー12：超高齢妊産婦の支援については，
ハイリスク群の抽出方法，リスクトリアージ機
能の強化，診療報酬と結びついた支援，連携シ
ステムの確立，縦割り行政の見直しなどの検討
が必要だ

　このカテゴリーは，「超高齢妊産婦の中でのハ
イリスク群を抽出するなどの工夫が必要である」

「地域包括ケアシステムの中で，周産期の支援，
小児期の支援，病院の支援などを明確にし，リス
クトリアージ機能を強化する必要がある」「超高
齢妊産婦のための連携システムの確立が必要だ」
等の９サブカテゴリーから構成され，コード数は
９であった．超高齢妊産婦の支援のためのシステ
ム確立に注目した考えである．

Ⅳ．考 察
１．超高齢妊産婦の特徴
　本研究で抽出された12カテゴリーの内，最も多
い36コードで構成されたのが，「超高齢妊産婦を
特別視する必要や特有の支援はなく，年齢にかか
わらず，個別に妊産婦の状態を把握して対応する
ことが重要である」（カテゴリー１）であった．
これは，45歳以上という年齢を特別に考える必要
はないという考えを示したものであり，超高齢妊
産婦に関わった経験のある保健医療専門職者の正
直な認識だと考える．年齢のみでなく，他の要因
も含めて総合的にアセスメントするべきという考
えは，どの年代の妊産婦に対しても当てはまるも
のであろう．
　一方，超高齢妊産婦ならではの特徴を示したカ
テゴリーもみられた．それらの特徴は，１）身体
的にハイリスクである，２）心理社会的にハイリ
スクである，３）サポート不足である，４）超高
齢妊産婦ならではの強みがある，という４つの特
徴である．
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　超高齢妊産婦は考え方がはっきりしていて専門
家による介入が難しいという認識は，カテゴリー
10から導かれたものである．高齢であることは人
生経験がそれだけ長いという事を意味すると考え
ると，妊婦自身の考え方がはっきりしていること
は当然の結果とも解釈できる．謙遜や控えめであ
ることを美徳とする日本文化の中では，自分の考
えが強い，周りの意見をきかない，考え方が固定
している等は，専門家から否定的に捉えられるこ
ともあろう．あるいは妊産婦自身が必要性を感じ
なければ，専門家からの介入をはっきりと拒否す
るということにもなる．また，多職種連携の欠点
の１つに個人情報が漏れやすくなる事があげられ
ているが11），海外での卵子提供などを妊産婦自身
が詳しく話したがらないという事例はこれにあた
ると考えられる．したがって，妊産婦の性格・考
え方や精神状態を考慮した上で，本当に多職種連
携による支援の必要性があるかを検討し，妊産婦
が介入を受け入れやすい工夫をすることが重要で
あろう．
　３つ目の特徴であるサポート不足は，カテゴ
リー９の「超高齢妊産婦は家族の高齢，病気，死
別，多忙などの理由からサポート不足であり，地
域との連携を含めた妊娠中からの多職種連携が必
要である」から導かれたものである．本研究では，
サポート不足の背景として，妊産婦自身が高齢で
あるためその親も高齢である事，親が病気や死別
している事，夫が多忙である事などが抽出された．
この結果は，21名の高年初産婦を対象とした質的
研究で抽出された「高齢の親や忙しい夫を気遣っ
て頼ることを遠慮する」という先行研究の内容21）

とも一致するものである．超高齢妊産婦の場合，
サポート不足に加えて育児と介護の両立という事
もあり得るため，育児期の身体的・精神的負担は
かなり大きくなると予測される．育児期における
ソーシャルサポートへの不満22）と疲労23）は，い
ずれも産後うつのリスクを高めると報告されてい
る．したがって，誰がサポート源となり得るのか
というアセスメントをし，必要に応じて産後ケア
施設などの社会資源の活用を勧めるとよいだろう．
ただし，社会資源の活用やサポート源の確保には
時間がかかることを考慮し，妊娠期からの早めの
介入が有効と考えられる．
　４つ目の特徴である，超高齢妊産婦ならではの
強みがあるは，カテゴリー３から導かれたもので
ある．本研究で抽出された超高齢妊産婦の強みは，
経済的な安定性と覚悟の上での妊娠という２つで
あった．貧困であること，望まない妊娠は，いず

れも産後うつのリスク要因であり24），児の虐待と
の関連も明らかになっている25）．妊娠・出産・育
児はお金がかかるものであり，社会的資源の活用
のことも考えると，経済的に安定である事は母親
になるための有利な条件と考えられる．同様に，
母親になる覚悟があることや待ち望んだ妊娠であ
ることは，育児をする上で肯定的な方向に働くと
考えられよう．母親の年齢に関する先行研究では，
母親の年齢は心理的な成熟度と関連があり，すな
わち，ストレスフルな経験があっても学びや自己
成長につながる機会ととらえるという心理的傾向
を持つため，母親役割への適応がよりスムーズで
あるという26）．前述したように，超高齢妊産婦は
心理的に不安定であったり考え方が固定化してい
て介入しにくいという否定的な側面を持つことも
あると考えるが，妊産婦がもつ強みに積極的に注
目することで，効果的な支援につなげることがで
きるかもしれない．
２．超高齢妊産婦への支援の工夫
　本研究で抽出されたカテゴリーから，超高齢妊
産婦に対する２つの支援の工夫がみられた．それ
らは，１）早期・継続的・長期的・多職種連携の
介入と，２）プライマリー制・方針の統一・意思
の尊重である．
　１つ目の工夫である，早期・継続的・長期的・
多職種連携の介入は，カテゴリー８の「超高齢妊
産婦への支援に関しては，予想されるリスクや産
後のサポートなどについて評価し，継続的かつ長
期的な支援が必要になる事を考慮した上で，多職
種連携を含めた早期介入が重要である」から導か
れたものである．前述の１において，超高齢妊産
婦ならではの特徴について考察したが，身体的・
心理社会的にハイリスクであることとサポート不
足になりやすいことを考えると，妊娠期からの早
期介入が必要になることは明らかであろう．例え
ば，サポート源が少ない妊婦の場合には，産後に
活用できる社会資源を紹介し妊娠期から準備する
ことで，出産後に慌てて育児生活に突入すること
もない．そして，出産後は医療機関と市町村が情
報共有などにより連携することで，妊産婦の身体
面・心理社会面での継続的な支援が可能になると
考える．帝王切開術や多量出血などの分娩異常の
情報や，NICU入院児であること，精神的に不安
定であるなど，状況によっては多職種間で情報共
有・連携した方がいいであろう．妊娠期からの切
れ目のない専門的支援は，2015年にスタートした

「健やか親子21（第２次）」で掲げている課題の１
つであり27），超高齢妊産婦を支援する際にも必要
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な視点であることは間違いないと考える．
　２つ目の工夫である，プライマリー制・方針の
統一・意思の尊重は，カテゴリー11の「超高齢妊
産婦の受入れがよくなるような配慮が必要で，プ
ライマリー制をとる，医療機関と地域間で情報共
有して方針を統一する，母乳育児などに関しては
妊産婦の意思を尊重しつつ挫折感を味わわないよ
うに支援する，身なりに配慮するなどの工夫をす
るとよい」から導かれたものである．プライマ
リー制をとるとは，専門家の中であらかじめ担当
者を決めておくことだが，同じ担当者が関わる事
で妊産婦の安心感につながり，信頼関係が築きや
すくなると考えられる．方針の統一は，プライマ
リー制をとることで実行しやすくなると考えるが，
特に妊産婦の考え方がはっきりしていて介入が難
しい場合には効果的であろう．妊産婦に対する指
導内容が医療機関と市町村とで異なると，戸惑い
や不信感につながる可能性があり，情報共有して
方針を統一するという工夫が必要である．意思の
尊重が重要なことは超高齢妊産婦に限ったことで
はないが，日本には年配者を敬うという価値観も
存在するため，考え方がはっきりしている妊産婦
の受入れをスムーズにするための効果的な工夫と
考えられよう．支援する側である専門家の身なり
に配慮することは，具体例の１つと考えられる．
　本研究のカテゴリー７からは，「超高齢妊産婦
の支援に関して学びたい」という保健医療専門職
者の認識が明らかとなった．超高齢妊産婦による
出産が全出産に占める割合は約0.1%であるため１），
臨床現場で保健医療専門職が関わることは非常に
稀であると考えられる．したがって，超高齢妊産
婦と関わった自らの経験に基づいて，「なんとな
く問題がありそう」「特に問題はない」という認
識にとどまっているのが現状であろう18）．一人一
人の保健医療専門職者の経験が少ないからこそ，

「学びたい」というニーズがあると考える．本研
究で明らかになった超高齢妊産婦の特徴や支援の
工夫は，このニーズに応えるものであり，専門家
による支援の質の向上に貢献することが期待され
る．
３．保健医療システムのあり方
　本研究の結果から，超高齢妊産婦に対する保健
医療システムのあり方に関する，専門家の２つの
認識が示された．１つ目は，カテゴリー12の「超
高齢妊産婦の支援については，ハイリスク群の抽
出方法，リスクトリアージ機能の強化，診療報酬
と結びついた支援，連携システムの確立，縦割り
行政の見直しなどの検討が必要だ」という認識で

ある．超高齢妊産婦全員がハイリスクであるとは
限らないため，注目すべき身体的・心理社会的要
因をアセスメントしてハイリスク群を抽出するこ
とは可能であると考えられる．ハイリスク群の抽
出は，限られた医療資源の中で最大限の効果を発
揮することにつながり，すなわちリスクトリアー
ジ機能が強化されることになろう．さらに，どの
時期に誰がどう支援すればよいのかを明確にする
ためには，専門職間の連携が必須であると考える．
また，支援の必要性があっても診療報酬に結びつ
かなければ，システムが確立されたとしても継続
することは難しいかもしれない．分娩施設を含む
医療機関と市町村との連携に関しては，既に連携
システムを確立し，運用している県もある．例え
ば，島根県28）においては，市町村への妊娠届出
時に面接やアンケートにより妊婦のリスク要因を
把握し，医療機関との情報共有を行っている．分
娩を取り扱う医療施設では，退院後も継続した支
援が必要な妊産婦について「情報提供書」を用い
て市町村に情報提供する．市町村においては，新
生児訪問や乳幼児健診などで得た情報を「家庭訪
問実施報告書」等を用いて小児科などの医療機関
と共有している．島根県以外にも，妊産婦支援の
ための連携システムが既に確立しているところも
あると思われるが，超高齢妊産婦の支援に関する
研究がまだ少ない現状の中で，本研究結果は保健
医療システムの構築を考えるための基礎資料にな
ると期待される．
　２つ目は，カテゴリー６の「不妊治療をしてま
でハイリスクの超高齢妊産婦を作り出していいの
か疑問であり，医療者側の対応として，不妊治療
可能な年齢制限を決める，超高齢女性に対して不
妊治療や妊娠・分娩について十分な説明を行う等
を検討すべきである」という認識である．これは，
そもそも超高齢妊産婦を作る社会に問題があると
いう考えを示したものである．日本は世界の中で
最もARTが実施されている国であるにも関わら
ず29），ARTに関連する法規制が全く存在しない30）．
晩婚化・晩産化が進む中で，生殖補助医療の進歩
は超高齢であっても妊娠することを可能にし，海
外での卵子提供をも許容することになった18）．女
性とそのパートナーの自由意思に基づいた妊娠だ
としても，彼女たちが超高齢妊産婦に起こりえる
様々なリスクを承知しているとは限らず，分娩や
出生児に何らかの異常がみられた場合に問題にな
ることもあるだろう．不妊治療可能な年齢制限を
決めるか否か等，生殖補助医療に関してはまだま
だ十分な議論が必要であると考える．
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４．本研究の限界
　本研究では質問紙に記述されたものを分析した
ため，不明確な点を対象者本人に聞き返すことが
不可能であり，文脈を正確に把握することが難し
かったことが限界である．また，自由記述という
ことから，研究対象者全員から得られた回答では
なく，超高齢妊産婦の支援に関わった経験のある
保健医療専門職者全体の意見を代表するものでは
ないことに注意する必要がある．
　一方，本研究の強みは，日本全国にある全ての
周産期母子医療センターと子育て世代包括支援セ
ンターを対象としたことである．全727施設のう
ち，分析対象となる有効回答が得られたのは87施
設であり，全施設の12.0%を代表する回答でもあ
る．超高齢妊産婦に関わる保健医療専門職者の絶
対数が少ない現状を考慮すると，意義のある結果
だと考える．今後の課題は，研究対象者全員から
得られた回答の分析結果と統合して考察すること
により，超高齢妊産婦への多職種連携による支援
に関する保健医療専門職者の認識を明らかにする
ことである．

Ⅴ．結 論
　超高齢妊産婦に関わった経験のある保健医療専
門職者87名の自由記述を内容分析し，抽出された
12カテゴリーから，超高齢妊産婦への支援と多職
種連携に関する保健医療専門職の認識を明らかに
した．
　多くの専門職者は，超高齢妊産婦を特別視する
必要はなく，年齢にかかわらず個別に妊産婦の状
態を把握して対応することが重要であると考えて
いた．一方，超高齢妊産婦ならではの特徴として，
１）身体的にハイリスクである，２）心理社会的
にハイリスクである，３）サポート不足になりや
すい，４）超高齢妊産婦ならではの強みがある，
という４つの内容が明らかとなった．超高齢妊産
婦に対する支援の工夫として，１）早期・継続
的・長期的な多職種連携による介入と，２）プラ
イマリー制・方針の統一・意思の尊重の２つがあ
げられた．超高齢妊産婦を作る社会に問題がある
という認識を持つ専門家もおり，超高齢妊産婦へ
の支援と多職種連携については，さらに今後の議
論が必要であると考えられる．
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